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医師等の指導事項を事業主に的確に伝えるための便利なツールⅢ

◆母健連絡カードとは
「母健連絡カード」は、医師等の女性労働者への指導事項を的確に事業主に伝達するためのツールです。

｢診断書」に代わる正式な証明書類になります。女性労働者からこの「母健連絡カード」を提出された場合、事業主の方は記載内容に応じた適

切な措置を講じる必要があります。

※P.10～11にある均等法第13条関係の措置については、この母健連絡カードがなくても対応しなければならないものですが、より正確に医

師等の指導事項を事業主に伝えるために利用しましょう。

　　　1 母性健康管理指導事項連絡カード（母健連絡カード）を活用しましょう
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◆母健連絡カードを知らない女性労働者は57.4％
「母性健康管理指導事項連絡カード（以下「母健連絡カード」）」の認知度について企業担当者と女性労働者に調査したところ、企業では

52.0％が「知っている」と回答しており、半数を超えていました。しかし、女性労働者は57.4％が「知らなかった」と回答しており、「知っていた」は

合計42.6％ですが、その内「知っていて、使った」は8.2％と低い割合でした。

事業主・人事労務担当者に聞きました！ 「母健連絡カードはこんな風に役に立った！」

企業 （n=75） 女性労働者 （n=244） 知っていて、使った

8.2%
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一人ひとり異なる妊娠中の症状について、

具体的にどんな配慮や

措置を取ればいいのか

明確に記載があり、助かった。

女性労働者から提出されたあと、

すぐに本部へ報告できたので便利だった。

会社で初めての妊婦だったが、

スムーズに対応できた。



母性健康管理指導事項連絡カード（様式）はP.72～73をご参照ください。

◆使用方法
主治医等は、妊娠中又は出産後の働く女性に対して、健康診査等の結果、通勤緩和や勤務時間短縮等の措置が必要であると認められる程度

の指導事項がある場合、必要な事項を記入して渡します。

妊娠中または出産後の働く女性は、事業主に「母健連絡カード」を提出します。事業主は「母健連絡カード」の記入事項に従って通勤緩和や勤

務時間短縮等の措置を講じます。

母健連絡カードを提出し、
必要な措置を申出る。3 健康診査等を

受診する。1

申出に基づき、
措置を講じる。

4
母健連絡カードを
発行する。

2

妊娠中・出産後の女性労働者

個人の健康状態に関する情報は、個人のプライバシーに属するものであるため、

母性健康管理の措置の実施に当たっては、

母健連絡カードの取扱いや保管方法等について

プライバシーの保護に充分留意しなければなりません。

主治医等

医師等の指導事項を事業主に的確に伝えるための便利なツール Ⅲ

事業主等（人事労務担当者、管理者）

母健連絡カード
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　　　2 母性健康管理指導事項連絡カード 記入例及び注意事項

②

①

③

③

○

④ ○

○

○

記入例

印

事業主の注意事項
①医療機関等名・医師等氏名の記入及び捺印のある「母健連絡カード」は、診断書に代わる正式な証明書類として扱ってください。

②妊娠週数、出産予定日から今後必要な健康診査等の受診頻度、産前産後休業の時期を推定することができます。

　●妊娠23週まで：4週間に1回　●妊娠24週から35週まで：2週間に1回　●妊娠36週以降出産まで：1週間に1回

③指導項目欄に〇が付いた症状等については、該当する「標準措置」に基づき、就業措置を実施してください。その際、「標準措置」欄に複数の措

置が記され特定の措置が○で囲まれている場合には、その内容を医師等による指導事項として取扱ってください。

④特記事項欄に記載がある場合には、特記事項欄の記述を医師等からの指導事項として扱ってください。

⑤記入された期間が、措置が必要とされる期間になります。医師等の指示により、措置を継続する期間が延長される可能性があります。

⑥通勤緩和の措置や休憩に関する措置に〇が記載されていない場合でも、本人の申出により措置を講じたり医師等に判断を求める等により措

置を実施するようにしてください。
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④

⑤
⑥

○

○
○

印

標準措置の「勤務時間の短縮」は、1回の休
憩時間を延長する必要がある場合もあれ
ば、小休憩を複数取る必要がある人もいま
す。医師等の記載を参考にして適切な措置
を講じてください。

女性労働者の注意事項
①診断書に代わる正式な書類として扱われますので、医療機関等名・医師等氏名の記入および捺印を確実に医師等に行ってもらってください。

②氏名、妊娠週数、出産予定日を確実に記入してもらってください。

③、⑥しっかりと症状や自身の業務、業務上の動作（立ち作業、おなかの圧迫）、作業環境（不安定な足元、粉じん等）、労働時間、通勤時の状況

（通勤ラッシュでおなかが圧迫等）などを伝え、記載漏れのないよう記入してもらいましょう。

④「標準措置」とは異なる就業措置を実施してもらう必要がある場合、または具体的な指導をしてもらう場合には、指導項目欄に〇を付けた上

で、具体的な措置の内容を特記事項欄に記入してもらいましょう。

⑤措置が必要な期間は診断時点の内容です。延長が必要な場合には、改めて再発行してもらう必要があります。

医師等の指導事項を事業主に的確に伝えるための便利なツール Ⅲ
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